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想定する関係者に向けたポイント

想定する関係者 知りたい情報（想定ニーズ） 本ガイドが提供する価値

自治体

意思決定者 • 官民連携によって何が変わるか、どのようなメリットがあるか
• 地域課題解決の先進的手段としての
活用意義

実務者 • 官民連携の具体的な進め方、調整のポイント、留意点
• 連携パターン（出口）の実践ノウハ
ウ・事例・連携パターン

スタートアップ • 自治体の役割、期待できる支援、協議の前提知識
• 自治体の組織文化・予算サイクル・連
携可能性の理解

支援団体 • 両者（自治体・スタートアップ）の違い・特徴、事例把握
• 官民の橋渡しに必要な共通言語と成
功事例

背景

• 地域社会の課題解決は、⻑らくその役を自治体が担ってきたが、
多様かつ難易度の⾼い課題に対応するための自治体内のリソー
スが不⾜

• より⾰新的な方法での課題解決を⾏うプレイヤーとしてスタート
アップへの注⽬や期待が⾼まっている

⽬的

• 過去の優れた連携事例における実体験を基にした、官民連携の
標準的なプロセス・要点・課題や、連携可能性がある自治体・ス
タートアップを取りまとめることにより、多くの自治体・スタートアップ
が官⺠連携に取り組める⼟壌を作る

• 「自治体・スタートアップによる連携意義」と「官民連携の進め方」
を伝えることで、関係者の意識醸成と実践に向けたアクションイ
メージの普及を⽬指す

実践ガイドの背景・目的

• 実践ガイドとは、先進的な自治体・スタートアップ・関係省庁等の有識者や、分科会メンバーのノウハウ・意見を基に、官⺠連
携に資する実践方法・ノウハウ・事例等の情報を集約した「自治体と地域課題解決に取組むスタートアップの官民連携に向け
た実践ガイド」（以下、実践ガイド）です。

実践ガイドとは



官民連携の成功の鍵

自治体は「安定・説明責任」、スタートアップは「⾰新・早さ」を重視する
→互いの特性への歩み寄りと対話により認識のズレを解消できる

1 文化・意思決定スピードの違いを理解する

課題特定⇒連携先探索⇒調整⇒連携方法検討⇒予算化のステップを意識
→体系化によって円滑な連携と現場負荷の軽減につながる

2 準備・調整におけるステップを意識して進める

他自治体・他案件の実践事例や知見を参考にしながら進める
→実現性が高く、他自治体等への横展開が可能な官民連携を創出

3 先⾏事例を踏まえて連携の進め方を具体化する

▼詳細はこちら

本編 概要版

⇐実践ガイドのHPはこちら

官民連携の3つの出口

本ガイドで
取り扱う
官民連携
における
3つの出口

①
自治体“へ”導入する
（公共調達等）

②
自治体“を介して”広める
（共同プロモーション等）

③
自治体“と共に”創る

（共同開発・実証実験）

• 公共調達での導入を目指す

• 選定方法の原則は価格競争入札となるが、
本ガイドではその留意点やスタートアップの特性
を活かす方法について記載

• 連携により自治体を経由し、新たな販路開拓
や認知向上につなげる

• 自治体の信用やチャネルを活かした取組となる

• 自治体との共同開発や実証実験を経て創出
したサービスや製品を、他の自治体や民間企
業へ販売していくことを目指す

スタートアップ 自治体

スタートアップ 自治体 企業・市⺠

企業・市⺠スタートアップ×自治体

他の自治体×
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https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/impact/impact_guide_honpen_202605.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/impact/impact_guide_gaiyo_202605.pdf
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